
様式第一号（第一条及び第二条関係）（第一面）
（A 4）

一般事業主行動計画策定届

届出年月日 令和 8 年 6 月 18 日

都道府県労働局長 殿
（ ふ り が な ） つ ち だ ご う ど う が い し ゃ

一般事業主の氏名又は名称 ツチダ合同会社

（ ふ り が な ） つ ち だ え つ じ

（法人の場合）代表者の氏名 土田 悦治

主 た る 事 業 肥飼料販売 海外肥料製造委託

住 所 〒 739-2121
広島県竹原市仁賀町 2818

電 話 番 号 082－434-6208

一般事業主行動計画を策定したので、次世代育成支援対策推進法第 12 条第１項又は第５項の

規定に基づき、下記のとおり届け出ます。

記

１．常時雇用する労働者の数 人（うち有期雇用労働者 １ 人）

男性労働者の数 人

女性労働者の数 １ 人

２．一般事業主行動計画を策定した日 令和 8 年 6 月 16 日

３．変更した場合の変更内容
① 一般事業主行動計画の計画期間
② 目標又は次世代育成支援対策の内容（既に都道府県労働局長に届け出た一般事業主行動

計画策定・変更届の事項に変更を及ぼすような場合に限る。）
③ その他

４．一般事業主行動計画の計画期間 令和 9 年１月１日 ～ 令和 10 年 12 月 31 日

５．規定整備の状況

① 有期雇用労働者も対象に含めた育児休業制度 （有・○無 ）

② 有期雇用労働者も対象に含めたその他の両立支援制度 （有・○無 ）

６．一般事業主行動計画を外部へ公表した日又は公表予定日 令和９年１月１日

７．一般事業主行動計画の外部への公表方法

① インターネットの利用（両立支援のひろば・自社のホームページ・その他）

② その他の公表方法（ ◎社内、官公庁、取引先 ）

８．一般事業主行動計画の労働者への周知の方法

① ◎事業所内の見やすい場所への掲示又は備付け ② ◎書面の交付

９．一般事業主行動計画を定める際に把握した職業生活と家庭生活との両立に関する状況の分析の概況

① 育児休業等の取得の状況に関する状況把握・分析の実施 （ ○済 ）

② 労働時間の状況に関する状況把握・分析の実施 （ ○済 ）

10．達成しようとする目標の内容（数値目標で代表的なもののみを記載。）

① 育児休業等の取得の状況に関する目標の内容

息子夫婦共働きのため、次世代（孫）の育児のための育児休業

② 労働時間の状況に関する目標の内容

次世代（孫）の急病、発熱等で急遽育児休業を取る場合

11．次世代育成支援対策の内容（第二面・第三面に記載すること）

12．次世代育成支援対策推進法第 13 条に基づく認定（トライくるみん認定・くるみん認定）の

申請をする予定 （有・○無 ・未定）

13． 次世 代育 成支 援対 策推 進法 第 15 条 の２ に 基づ く特 例認 定（ プラ チナ くる みん 認定 ）の

申請をする予定 （有・○無 ・未定）

一般事業主行動計画の担当部局名 総務部


